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業務規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（目的） 

第１条 本業務規程は、定款第４４条第１項

の規定に基づき、当社の開設する商品市場

（以下「当社の市場」という。）における

取引及び取引参加者に関して必要な事項を

定める。 

（目的） 

第１条 本業務規程は、定款第４４条第１項

の規定に基づき、当社の商品市場（以下

「市場」という。）における取引及び取引

参加者に関して必要な事項を定める。 

  

（市場管理細則等） 

第３条 本業務規程に定めるもののほか、当

社の市場の管理に関し必要な事項は、各市

場管理細則をもって定める。 

２～６ （略） 

７ 本業務規程に定めるもののほか、当社の

市場の受渡しに関し必要な事項は、各受渡

細則をもって定める。ただし、ＡＤＰに関

し必要な事項は、ＡＤＰ実施細則をもって

定める。 

８～１３ （略） 

１４ 本業務規程に定めるもののほか、当社

の市場における取引の内容の審査に関し必

要な事項は、商品市場における取引の内容

の審査に関する細則をもって定める。 

１５・１６ （略） 

（市場管理細則等） 

第３条 本業務規程に定めるもののほか、各

市場の管理に関し必要な事項は、各市場管

理細則をもって定める。 

２～６ （略） 

７ 本業務規程に定めるもののほか、各市場

の受渡しに関し必要な事項は、各受渡細則

をもって定める。ただし、ＡＤＰに関し必

要な事項は、ＡＤＰ実施細則をもって定め

る。 

８～１３ （略） 

１４ 本業務規程に定めるもののほか、市場

における取引の内容の審査に関し必要な事

項は、商品市場における取引の内容の審査

に関する細則をもって定める。 

１５・１６ （略） 

  

第２編 当社の市場における取引 第２編 市場における取引 

  

（取引の種類の定義） 

第４条 当社の市場における取引の種類は、

次の各号に定めるものとし、商品先物取引

法（昭和２５年法律第２３９号。以下

「法」という。）第２条第３項第１号及び

第２号に規定する「先物取引」とは、次の

各号に掲げる取引を指すものとする。 

（１） 現物先物取引とは、取引の当事者

が本業務規程の定めるところにより現物

先物取引の標準品（以下「標準品」とい

う。）の売買約定を行い、受渡期日にお

いて第６１条に規定する受渡供用品及び

その対価の授受を約する取引であって、

その受渡期日前において転売又は買戻し

を行ったときは、差金を授受することに

よって決済できる取引をいう。 

 

（２） （略） 

（取引の種類の定義） 

第４条 当社の市場における取引の種類は、

次の各号に定めるものとし、商品先物取引

法（昭和２５年法律第２３９号。以下

「法」という。）第２条第３項第１号及び

第２号に規定する「先物取引」とは、次の

各号に掲げる取引を指すものとする。 

（１） 現物先物取引とは、取引の当事者

が本業務規程の定めるところにより現物

先物取引の標準品（以下「標準品」とい

う。）の売買約定を行い、受渡期日にお

いて第６１条に規定する受渡供用品及び

その対価を授受するように制約される取

引であって、その受渡期日前において転

売又は買戻しを行ったときは、差金を授

受することによって決済できる取引をい

う。 

（２） （略） 



2 

  

（立会の区分及び時間） 

第５条 当社の市場における立会の区分及び

時間は、次に掲げるとおりとする。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

（立会の区分及び時間） 

第５条 当社市場における立会の区分及び時

間は、次に掲げるとおりとする。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

  

（売買注文の受付） 

第６条 当社は、日中立会にあっては午前８

時から午後３時１５分まで、夜間立会にあ

っては午後４時１５分から翌暦日の午前６

時まで（ただし、エネルギー市場の電力に

あっては、午後４時１５分から午後７時ま

で）の間、取引参加者（第３３条第１項に

規定する取引参加者のうち、法第２条第１

９項に規定する清算参加者（以下「清算参

加者」という。）又は第１５０条に定める

ところにより指定清算参加者を指定した非

清算参加者（株式会社日本証券クリアリン

グ機構（以下「クリアリング機構」とい

う。）において商品取引清算資格（クリア

リング機構の業務方法書に規定する商品取

引清算資格をいう。）を有しない取引参加

者をいう。以下同じ。）に限る。第３３条

を除き、以下この編において同じ。）が使

用する取引端末装置（以下「取引参加者端

末」という。）から入力された売買注文を

受付けるものとし、システム売買実施細則

に別段の定めがある場合を除き、その受付

順序に従って直ちにその内容を当社が利用

するために株式会社大阪取引所（以下「大

阪取引所」という。）が設置する電子計算

機等を利用した取引システム（以下「売買

システム」という。）に登録するものとす

る。 

２・３ （略） 

（売買注文の受付） 

第６条 当社は、日中立会にあっては午前８

時から午後３時１５分まで、夜間立会にあ

っては午後４時１５分から翌暦日の午前６

時まで（ただし、エネルギー市場の電力に

あっては、午後４時１５分から午後７時ま

で）の間、取引参加者（第３３条第１項に

規定する取引参加者のうち、法第２条第１

９項に規定する清算参加者（以下「清算参

加者」という。）又は第１５０条に定める

ところにより指定清算参加者を指定した非

清算参加者に限る。第３３条を除き、以下

この編において同じ。）が使用する取引端

末装置（以下「取引参加者端末」とい

う。）から入力された売買注文を受付ける

ものとし、システム売買実施細則に別段の

定めがある場合を除き、その受付順序に従

って直ちにその内容を中央処理装置に登録

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

  

（営業日及び休業日） 

第８条 （略） 

２ 休業日においては、当社の市場における

立会（立会外取引等（第３５条に定める立

会外取引、第３８条１項１号に定めるＥＦ

Ｐ取引及び同項２号に定めるＥＦＳ取引並

びに第４３条に定めるストップロス取引を

いう。以下同じ。）を含む。以下、この

条、次条、第９５条及び第９７条において

同じ。）を行わない。ただし、次の各号に

定める時間においては、この限りでない。 

（営業日及び休業日） 

第８条 （略） 

２ 休業日においては、当社の市場における

立会（立会外取引並びにＥＦＰ取引及びＥ

ＦＳ取引を含む。以下この条において同

じ。）を行わない。ただし、次の各号に定

める時間においては、この限りでない。 
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（１）・（２） （略） 

３～５ （略） 

（１）・（２） （略） 

３～５ （略） 

  

第３章 当社の市場、上場商品等、取引の

種類、期限、呼値及び単位 

第３章 商品市場、上場商品等、取引の種

類、期限、呼値及び単位 

  

（当社の市場、上場商品等） 

第１１条 当社の市場、上場商品及び取引の

種類は、次に掲げるとおりとする。 

 

（当社の市場） （上場商品）  

（取引の種類） 

（１）・（２） （略） 

２ 前項に規定する当社の市場における法第

１０条第２項第１号に規定する上場商品構

成品は、次のとおりとする。 

３ （略） 

（商品市場、上場商品等） 

第１１条 当社の開設する商品市場、上場商

品及び取引の種類は、次に掲げるとおりと

する。 

（商品市場） （上場商品） 

（取引の種類） 

（１）・（２） （略） 

２ 前項に規定する商品市場における法第１

０条第２項第１号に規定する上場商品構成

品は、次のとおりとする。 

３ （略） 

  

（呼値、呼値の単位、取引単位及び受渡単

位） 

第１８条 現物先物取引の呼値及びその単位

並びに取引単位及び受渡単位は、次のとお

りとし、取引単位を呼値で除した数値を取

引単位の倍率、受渡単位を呼値で除した数

値を受渡単位の倍率とする。 

（当社の市場） （上場商品構成品） 

（呼値）  （呼値の単位）   

（取引単位）  （受渡単位） 

エネルギー市場 ガソリン 

１キロリットル １０円 

１枚５０キロリットル １枚１００キロ 

リットル 

エネルギー市場 灯油 

１キロリットル １０円 

１枚５０キロリットル １枚１００キロ 

リットル 

エネルギー市場 軽油 

１キロリットル １０円 

１枚５０キロリットル １枚１００キロ 

リットル 

中京石油市場 ガソリン 

２・３ （略） 

（呼値、呼値の単位、取引単位及び受渡単

位） 

第１８条 現物先物取引の呼値及びその単位

並びに取引単位及び受渡単位は、次のとお

りとし、取引単位を呼値で除した数値を取

引単位の倍率、受渡単位を呼値で除した数

値を受渡単位の倍率とする。 

（商品市場） （上場商品構成品） 

（呼値）  （呼値の単位）   

（取引単位）  （受渡単位） 

エネルギー市場 ガソリン 

１キロリットル １０円 

１枚５０キロリットル １枚１００キロ 

リットル 

エネルギー市場 灯油 

１キロリットル １０円 

１枚５０キロリットル １枚１００キロ 

リットル 

エネルギー市場 軽油 

１キロリットル １０円 

１枚５０キロリットル １枚１００キロ 

リットル 

中京石油市場 ガソリン 

２・３ （略） 

  

（取引の締結の方法等） 

第１９条 当社の市場における取引の締結の

方法は、売買システムによる売買（以下

「システム売買」という。）による個別競

争売買を原則とし、取引参加者はシステム

（取引の締結の方法等） 

第１９条 取引の締結の方法は、当社が利用

するために株式会社大阪取引所（以下「大

阪取引所」という。）が設置する電子計算

機等を利用した売買システムによる売買
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売買実施細則に定める事項を取引参加者端

末に入力し、取引を行わなければならな

い。 

 

 

２ （略） 

（以下「システム売買」という。）による

個別競争売買を原則とし、取引参加者はシ

ステム売買実施細則に定める事項を取引参

加者端末に入力し、取引を行わなければな

らない。 

２ （略） 

  

（個別競争売買の原則） 

第２１条 システム売買における売買注文の

順位は、次の各号によるものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 同一値段の売買注文及び成行注文

は、売買システムに登録された時間の先

後により、先に登録された売買注文が、

後に登録された売買注文に優先するもの

とする。 

（個別競争売買の原則） 

第２１条 システム売買における売買注文の

順位は、次の各号によるものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 同一値段の売買注文及び成行注文

は、中央処理装置に登録された時間の先

後により、先に登録された売買注文が、

後に登録された売買注文に優先するもの

とする。 

  

（ストラテジー取引） 

第２１条の２ 取引参加者は、立会におい

て、複数の限月又は商品の売付け又は買付

け（同一の顧客又は自己の計算による売付

け又は買付けに限る。）を同時に成立させ

る取引（以下「ストラテジー取引」とい

う。）を行うことができる。 

２ ストラテジー取引により成立する限月及

び商品の売付け又は買付けの組合せは、シ

ステム売買実施細則に定めるところによる

ものとする。 

 

（新設） 

  

（ギブアップ申出） 

第２９条 付替元取引参加者は、ギブアップ

の対象となる売買約定について、当該売買

約定の内容及び付替先取引参加者を指定

し、当社に申出（以下「ギブアップ申出」

という。）を行うことができる。当該申出

は、当該売買約定が成立した計算区域（ク

リアリング機構が定める計算区域をいう。

以下同じ。）後のギブアップ細則に定める

時限までに当社に行うものとする。 

 

 

２ （略） 

（ギブアップ申出） 

第２９条 付替元取引参加者は、ギブアップ

の対象となる売買約定について、当該売買

約定の内容及び付替先取引参加者を指定

し、当社に申出（以下「ギブアップ申出」

という。）を行うことができる。当該申出

は、当該売買約定が成立した計算区域（株

式会社日本証券クリアリング機構（以下

「クリアリング機構」という。）が定める

計算区域をいう。以下同じ。）後のギブア

ップ細則に定める時限までに当社に行うも

のとする。 

２ （略） 

  

（売買注文、取引又は建玉の制限） 

第３３条 （略） 

２・３ （略） 

４ 当社は、当社の市場における取引につい

て、第１号のいずれかの要件に該当し、必

（売買注文、取引又は建玉の制限） 

第３３条 （略） 

２・３ （略） 

４ 当社は、当社の市場における取引につい

て、第１号のいずれかの要件に該当し、必
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要があると認めたときは、第２号の制限又

は規制を行うことができる。 

（１） 要件 

イ～ニ （略） 

ホ その他当社の市場の管理のため取引

を継続して行わせることが適当でない

と認めるとき 

（２） （略） 

５～７ （略） 

要があると認めたときは、第２号の制限又

は規制を行うことができる。 

（１） 要件 

イ～ニ （略） 

ホ その他市場の管理のため取引を継続

して行わせることが適当でないと認め

るとき 

（２） （略） 

５～７ （略） 

  

（特別売買） 

第３４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 取引参加者は、建玉について、現物先物

取引の当月限納会日までに、当社の市場の

状況その他やむを得ない理由により、転売

又は買戻しにより決済することができず、

受渡しを行うこととなり、かつ、当該受渡

しの履行ができない場合であって、当該日

の日中立会終了後において、他の取引参加

者と約定値段について合意したときは、当

社に申し出て、当社がその承認をしたもの

については、当社は当該約定値段をもっ

て、売買約定を成立させることができる。 

５ （略） 

（特別売買） 

第３４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 取引参加者は、建玉について、現物先物

取引の当月限納会日までに、市場の状況そ

の他やむを得ない理由により、転売又は買

戻しにより決済することができず、受渡し

を行うこととなり、かつ、当該受渡しの履

行ができない場合であって、当該日の日中

立会終了後において、他の取引参加者と約

定値段について合意したときは、当社に申

し出て、当社がその承認をしたものについ

ては、当社は当該約定値段をもって、売買

約定を成立させることができる。 

５ （略） 

  

（立会外取引による売買） 

第３５条 立会外取引とは、現物先物取引及

び現金決済先物取引において同一価格によ

り、同一限月、かつ、同一数量の売注文及

び買注文につき、立会によらずに当該売買

約定を成立させる取引をいう。 

２～７ （略） 

（立会外取引による売買） 

第３５条 立会外取引とは、現物先物取引及

び現金決済先物取引において、同一価格に

より、同一限月、かつ、同一数量の売注文

及び買注文につき、当該売買約定を成立さ

せる取引をいう。 

２～７ （略） 

  

（立会外取引の停止） 

第３６条 当社は、次の各号の一に該当する

場合には、立会外取引の全部又は一部を停

止することができる。 

（１） 立会外取引の状況に異常があると

認める場合又はそのおそれがあると認め

る場合その他当社の市場 の状況を勘案

し、立会外取引を継続して行わせること

が適当でないと認める場合 

（２）・（３） （略） 

（立会外取引の停止） 

第３６条 当社は、次の各号の一に該当する

場合には、立会外取引の全部又は一部を停

止することができる。 

（１） 立会外取引の状況に異常があると

認める場合又はそのおそれがあると認め

る場合その他市場の状況を勘案し、立会

外取引を継続して行わせることが適当で

ないと認める場合 

（２）・（３） （略） 

  

（立会外取引の一時中断） 

第３７条 当社は、第１０条の規定に基づ

き、システム売買実施細則第１５条第１項

（立会外取引の一時中断） 

第３７条 当社は、第１０条の規定に基づ

き、システム売買実施細則第１５条第１項
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第３号に定めるところにより立会の一時中

断を行う場合、当該立会の一時中断を行う

間、当該立会の一時中断を行う上場商品構

成品に係る立会外取引を一時中断する。 

第３号に定めるところにより立会の一時中

断を行う場合、当該立会の一時中断を行う

間、当該立会の一時中断を行う上場商品構

成品（電力にあっては、第１４条に規定す

る現金決済先物取引の対象。）に係る立会

外取引を一時中断する。 

  

（ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引による売買） 

第３８条 取引参加者は、ＥＦＰ取引及びＥ

ＦＳ取引実施細則に定めるところにより、

次の各号の取引について事前に当社に申し

出て、次項第１号の承認を受けたものにつ

いては、第３項の申出を行うことができ

る。 

（１） 現物先物取引及び現金決済先物取

引において、現物取引（ＥＦＰ取引及び

ＥＦＳ取引実施細則に定める上場商品構

成品と交換可能な商品現物型ＥＴＦを含

む。以下同じ。）の売買契約を締結した

取引参加者又は委託者等が、現物取引の

売契約者の当社における買付注文と、現

物取引の買契約者の当社における売付注

文を、同一価格において、同一限月、か

つ、同一数量につき、当該注文の売買約

定を立会によらずに成立させる取引（以

下「ＥＦＰ取引」という。） 

（２） 現物先物取引及び現金決済先物取

引において、現物取引の売買契約に付随

する変動価格と固定価格を交換する取引

（以下「スワップ取引」という。）の契

約を締結した取引参加者又は委託者等

が、固定価格の売契約者の当社における

買付注文と、固定価格の買契約者の当社

における売付注文を、同一価格におい

て、同一限月、かつ、同一数量につき、

当該注文の売買約定を立会によらずに成

立させる取引（以下「ＥＦＳ取引」とい

う。） 

２ ＥＦＰ取引又はＥＦＳ取引の事前申出、

事前承認等は、次のとおり行うものとす

る。 

（１） 取引参加者は、ＥＦＰ取引又はＥ

ＦＳ取引を行おうとするときは、ＥＦＰ

取引及びＥＦＳ取引実施細則に定めると

ころにより事前に当社に申し出て、その

承認を受けるものとする。 

（２）～（４） （略） 

（ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引による売買） 

第３８条 取引参加者は、ＥＦＰ取引及びＥ

ＦＳ取引実施細則に定めるところにより、

次の各号の取引について事前に当社に申し

出て、次項第１号の承認を受けたものにつ

いては、第３項の申出を行うことができ

る。 

（１） 現物先物取引及び現金決済先物取

引において、現物取引（ＥＦＰ取引及び

ＥＦＳ取引実施細則に定める上場商品構

成品と交換可能な商品現物型ＥＴＦを含

む。以下同じ。）の売買契約を締結した

取引参加者又は委託者等が、現物取引の

売契約者の当社における買付注文と、現

物取引の買契約者の当社における売付注

文を、同一価格において、同一限月、か

つ、同一数量につき、当該注文の売買約

定を成立させる取引（以下「ＥＦＰ取

引」という。） 

（２） 現物先物取引及び現金決済先物取

引において、現物取引の売買契約に付随

する変動価格と固定価格を交換する取引

（以下「スワップ取引」という。）の契

約を締結した取引参加者又は委託者等

が、固定価格の売契約者の当社における

買付注文と、固定価格の買契約者の当社

における売付注文を、同一価格におい

て、同一限月、かつ、同一数量につき、

当該注文の売買約定を成立させる取引

（以下「ＥＦＳ取引」という。） 

 

２ ＥＦＰ取引又はＥＦＳ取引（以下「ＥＦ

Ｐ取引等」という。）の事前申出、事前承

認等は、次のとおり行うものとする。 

（１） 取引参加者は、ＥＦＰ取引等を行

おうとするときは、ＥＦＰ取引及びＥＦ

Ｓ取引実施細則に定めるところにより事

前に当社に申し出て、その承認を受ける

ものとする。 

（２）～（４） （略） 
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３ 前項の事前承認を受けた取引参加者は、

ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引実施細則に定め

るところにより、取引参加者端末に入力し

てＥＦＰ取引又はＥＦＳ取引に係る申出を

行うものとする。 

４～７ （略） 

３ 前項の事前承認を受けた取引参加者は、

ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引実施細則に定め

るところにより、取引参加者端末に入力し

てＥＦＰ取引等に係る申出を行うものとす

る。 

４～７ （略） 

  

（ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引の停止） 

第３９条 当社は、次の各号の一に該当する

場合には、ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引の全

部又は一部を停止することができる。 

（１） ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引の状況

に異常があると認める場合又はそのおそ

れがあると認める場合その他市場の状況

を勘案し、ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引を

継続して行わせることが適当でないと認

める場合 

（２）・（３） （略） 

（ＥＦＰ取引等の取引の停止） 

第３９条 当社は、次の各号の一に該当する

場合には、ＥＦＰ取引等の全部又は一部を

停止することができる。 

（１） ＥＦＰ取引等の状況に異常がある

と認める場合又はそのおそれがあると認

める場合その他市場の状況を勘案し、Ｅ

ＦＰ取引等を継続して行わせることが適

当でないと認める場合 

 

（２）・（３） （略） 

  

（ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引の一時中断） 

第４０条 当社は、第１０条の規定に基づ

き、システム売買実施細則第１５条第１項

第３号に定めるところにより立会の一時中

断を行う場合、当該立会の一時中断を行う

間、当該立会の一時中断を行う上場商品構

成品に係るＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引を一

時中断する。 

（ＥＦＰ取引及びＥＦＳ取引の一時中断） 

第４０条 当社は、第１０条の規定に基づ

き、システム売買実施細則第１５条第１項

第３号に定めるところにより立会の一時中

断を行う場合、当該立会の一時中断を行う

間、当該立会の一時中断を行う上場商品構

成品（電力にあっては、第１４条に規定す

る現金決済先物取引の対象。）に係るＥＦ

Ｐ取引及びＥＦＳ取引を一時中断する。 

  

（ストップロス取引による売買） 

第４３条 ストップロス取引とは、委託者と

の間で、損失限定取引（当社の市場におけ

る相場等に係る変動により生ずることとな

る損失（委託手数料を除く。）の額が、委

託者証拠金等（受託契約準則に規定する委

託者証拠金及び当該取引に必要なものとし

て受託取引参加者が定めた証拠金をいい、

当該取引のためにあらかじめ差し入れたも

のに限る。以下同じ。）の額を上回るおそ

れのないものをいう。）に関する契約（以

下「損失限定取引契約」という。）を締結

した受託取引参加者が、現物先物取引及び

現金決済先物取引において、損失限定取引

契約に定めるところにより、当該受託取引

参加者の自己の計算による注文と、当該委

託者による転売又は買戻し注文を、同一価

格により、同一限月、かつ、同一数量につ

（ストップロス取引による売買） 

第４３条 ストップロス取引とは、委託者と

の間で、損失限定取引（商品市場における

相場等に係る変動により生ずることとなる

損失（委託手数料を除く。）の額が、委託

者証拠金等（受託契約準則に規定する委託

者証拠金及び当該取引に必要なものとして

受託取引参加者が定めた証拠金をいい、当

該取引のためにあらかじめ差し入れたもの

に限る。以下同じ。）の額を上回るおそれ

のないものをいう。）に関する契約（以下

「損失限定取引契約」という。）を締結し

た受託取引参加者が、現物先物取引及び現

金決済先物取引において、損失限定取引契

約に定めるところにより、当該受託取引参

加者の自己の計算による注文と、当該委託

者による転売又は買戻し注文を、同一価格

により、同一限月、かつ、同一数量につ
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き、当社に申し出て、当該売買約定を立会

によらずに成立させる取引をいう。 

２～５ （略） 

き、当社に申し出て、当該売買約定を成立

させる取引をいう。 

２～５ （略） 

  

（当社の市場における取引の決済） 

第４４条 （略） 

２ （略） 

３ 非清算参加者の取引の決済に関する事項

は、第１５０条に定めるところにより非清

算参加者と当該非清算参加者が商品清算取

引の委託をした清算参加者との間で行う。 

（商品市場における取引の決済） 

第４４条 （略） 

２ （略） 

３ クリアリング機構において商品取引清算

資格（クリアリング機構の業務方法書に規

定する商品取引清算資格をいう。以下同

じ。）を有しない取引参加者（以下「非清

算参加者」という。）の取引の決済に関す

る事項は、第１５０条に定めるところによ

り非清算参加者と当該非清算参加者が商品

清算取引の委託をした清算参加者との間で

行う。 

  

（総取引高等の通知及び公表） 

第９６条 当社は、毎営業日、当社の市場に

おける取引について、次に掲げる事項につ

き、速やかに、取引参加者に対して電子情

報媒体を通じて通知し、公表するものとす

る。ただし、電子情報媒体の稼働に支障が

生じた場合その他当社が必要と認めた場合

は、書面により行う。 

（１）・（２） （略） 

（３） 直前の計算区域の立会外取引等に

より成立した取引の種類別、上場商品構

成品別及び限月別の総取引高 

 

 

 

（４） （略） 

（総取引高等の通知及び公表） 

第９６条 当社は、毎営業日、当社の市場に

おける取引について、次に掲げる事項につ

き、速やかに、取引参加者に対して電子情

報媒体を通じて通知し、公表するものとす

る。ただし、電子情報媒体の稼働に支障が

生じた場合その他当社が必要と認めた場合

は、書面により行う。 

（１）・（２） （略） 

（３） 直前の計算区域の立会外取引等

（立会外取引、ＥＦＰ取引、ＥＦＳ取引

及びストップロス取引をいう。以下この

条において同じ。）により成立した取引

の種類別、上場商品構成品別及び限月別

の総取引高 

（４） （略） 

  

（臨機の措置） 

第１００条 当社は、次に掲げるときは、売

買約定の全部若しくは一部を取消すこと、

建玉の全部若しくは一部を解け合わせるこ

と又は受渡条件を変更することその他の臨

機の措置（ただし、第９条、第１０条、第

３３条、第９７条又は次条に規定する措置

を講じる場合を除く。）を講じることがで

きる。 

（１） 買占め、売崩しその他の方法によ

り過当な数量の取引が行われ、若しくは

行われるおそれがあり、又は不当な約定

値段等が形成され、若しくは形成される

おそれがある場合において、当社の市場

（臨機の措置） 

第１００条 当社は、次に掲げるときは、売

買約定の全部若しくは一部を取消すこと、

建玉の全部若しくは一部を解け合わせるこ

と又は受渡条件を変更することその他の臨

機の措置（ただし、第９条、第１０条、第

３３条、第９７条又は次条に規定する措置

を講じる場合を除く。）を講じることがで

きる。 

（１） 買占め、売崩しその他の方法によ

り過当な数量の取引が行われ、若しくは

行われるおそれがあり、又は不当な約定

値段等が形成され、若しくは形成される

おそれがある場合において、商品市場に
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における秩序を維持するためやむを得な

い理由があるとき 

（２） （略） 

２ （略） 

おける秩序を維持するためやむを得ない

理由があるとき 

（２） （略） 

２ （略） 

  

（市場運営に関する必要事項の決定） 

第１０２条 当社は、本業務規程に定めるも

ののほか、当社の市場運営に関し必要な事

項を定めることができる。 

（市場運営に関する必要事項の決定） 

第１０２条 当社は、本業務規程に定めるも

ののほか、市場運営に関し必要な事項を定

めることができる。 

  

（欠格条件） 

第１０７条 次の各号のいずれかに該当する

者は、取引参加者となることができない。 

（１）～（１４） （略） 

（１５） 前各号に掲げる者のほか、当社

によって、当社の市場における取引に関

する業務を適正に遂行する体制を有して

いない、十分な社会的信用を有していな

い又は事業の継続性を十分に有していな

いと判断された者 

２ （略） 

（欠格条件） 

第１０７条 次の各号のいずれかに該当する

者は、取引参加者となることができない。 

（１）～（１４） （略） 

（１５） 前各号に掲げる者のほか、当社

によって、商品市場における取引に関す

る業務を適正に遂行する体制を有してい

ない、十分な社会的信用を有していない

又は事業の継続性を十分に有していない

と判断された者 

２ （略） 

  

（取引資格の取得の申請） 

第１０８条 （略） 

２ 前項の申請には、取引参加者に関する施

行細則に定めるところにより次に掲げる書

類を添付しなければならない。 

（１） 資格取得しようとする当社の市場

の上場商品構成品につき、第１０４条に

掲げる要件を備える旨の誓約書及びこれ

を証する書面 

（２）～（５） （略） 

（取引資格の取得の申請） 

第１０８条 （略） 

２ 前項の申請には、取引参加者に関する施

行細則に定めるところにより次に掲げる書

類を添付しなければならない。 

（１） 資格取得しようとする市場の上場

商品構成品につき、第１０４条に掲げる

要件を備える旨の誓約書及びこれを証す

る書面 

（２）～（５） （略） 

  

（取引参加の条件） 

第１１３条 当社の市場において取引を行う

ときは、取引しようとする市場についての

清算参加者となるか、又は非清算参加者に

あっては、当該市場における取引について

指定清算参加者を指定しなければならな

い。 

 

 

２～５ （略） 

（取引参加の条件） 

第１１３条 当社の市場において取引を行う

ときは、当社の市場における取引に基づき

クリアリング機構に対して負う債務の保証

を当社に委託し、かつ、取引しようとする

市場についての清算参加者となるか、又は

非清算参加者にあっては、当該市場におけ

る取引について指定清算参加者を指定しな

ければならない。 

２～５ （略） 

  

（取引資格の追加） 

第１１４条 （略） 

２ 前項の場合において、取引参加者は、追

加しようとする当社の市場の上場商品構成

（取引資格の追加） 

第１１４条 （略） 

２ 前項の場合において、取引参加者は、追

加しようとする市場の上場商品構成品につ
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品につき、第１０５条第２項各号に掲げる

取引参加者として届け出ようとするとき

は、取引参加者に関する施行細則に定める

ところにより、第１０４条第１号に掲げる

要件を備える旨の誓約書及びこれを証する

書面を当社に提出しなければならない。 

３ （略） 

き、第１０５条第２項各号に掲げる取引参

加者として届け出ようとするときは、取引

参加者に関する施行細則に定めるところに

より、第１０４条第１号に掲げる要件を備

える旨の誓約書及びこれを証する書面を当

社に提出しなければならない。 

３ （略） 

  

（取引資格の追加取得手続き） 

第１１４条の２ 取引参加者は、前条第１項

の届出（以下「取引資格の追加取得届出」

という。）が受理された日から３０日以内

（当社が特に必要と認めた場合は、当社が

指定する期間内）に、次に掲げる手続きを

履行しなければならない。 

（１） 取引資格取得料の納入（取引資格

を有しない当社の市場の上場商品構成品

に係る取引資格を追加取得する場合に限

る。） 

（２） 信認金及び取引参加者保証金の預

託（信認金にあっては取引資格を有しな

い当社の市場の上場商品構成品に係る取

引資格を追加取得する場合に限り、取引

参加者保証金にあっては預託額に不足が

発生する場合に限る。） 

（３） （略） 

２～４ （略） 

（取引資格の追加取得手続き） 

第１１４条の２ 取引参加者は、前条第１項

の届出（以下「取引資格の追加取得届出」

という。）が受理された日から３０日以内

（当社が特に必要と認めた場合は、当社が

指定する期間内）に、次に掲げる手続きを

履行しなければならない。 

（１） 取引資格取得料の納入（取引資格

を有しない市場の上場商品構成品に係る

取引資格を追加取得する場合に限る。） 

 

（２） 信認金及び取引参加者保証金の預

託（信認金にあっては取引資格を有しな

い市場の上場商品構成品に係る取引資格

を追加取得する場合に限り、取引参加者

保証金にあっては預託額に不足が発生す

る場合に限る。） 

（３） （略） 

２～４ （略） 

  

（取引参加者の種類の変更） 

第１１５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 受託取引参加者又は遠隔地仲介取引参加

者が取引参加者の種類を変更したときは、

自己の計算による取引を除き、その対象と

なる当社の市場における取引について、決

済する目的の範囲内においてのみ取引を行

うことができる。 

５・６ （略） 

（取引参加者の種類の変更） 

第１１５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 受託取引参加者又は遠隔地仲介取引参加

者が取引参加者の種類を変更したときは、

自己の計算による取引を除き、その対象と

なる市場における取引について、決済する

目的の範囲内においてのみ取引を行うこと

ができる。 

５・６ （略） 

  

（取引資格の喪失の届出） 

第１１６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 取引資格の喪失の届出をした取引参加者

は、当該喪失届出をした当社の市場におけ

る取引について、その取引を決済する目的

の範囲内においてのみ取引を行うことがで

きる。 

（取引資格の喪失の届出） 

第１１６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 取引資格の喪失の届出をした取引参加者

は、当該喪失届出をした市場における取引

について、その取引を決済する目的の範囲

内においてのみ取引を行うことができる。 
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（取引資格の喪失届出等の通知及び公表） 

第１１７条 当社は、前条第２項の規定によ

り届出を受理した場合、遅滞なく、その者

の氏名又は商号並びに喪失を予定する当社

の市場及び喪失予定日を各取引参加者に通

知し、公表する。 

２・３ （略） 

（取引資格の喪失届出等の通知及び公表） 

第１１７条 当社は、前条第２項の規定によ

り届出を受理した場合、遅滞なく、その者

の氏名又は商号並びに喪失を予定する市場

及び喪失予定日を各取引参加者に通知し、

公表する。 

２・３ （略） 

  

（取引資格の当然喪失） 

第１１８条 取引参加者は、第１１６条第１

項に規定する場合のほか、次の事由によっ

て取引資格の全部又は一部を喪失する。 

（１） （略） 

（２） その者が取引する当社の市場が法

第９５条の規定により閉鎖されたこと 

（３）・（４） （略） 

（取引資格の当然喪失） 

第１１８条 取引参加者は、第１１６条第１

項に規定する場合のほか、次の事由によっ

て取引資格の全部又は一部を喪失する。 

（１） （略） 

（２） その者が取引する市場が法第９５

条の規定により閉鎖されたこと 

（３）・（４） （略） 

  

（取引資格の全部喪失の際の債務弁済） 

第１２１条 （略） 

２ 当社は、取引資格の全部を喪失した者が

当社の市場における取引の決済を結了して

いないとき、又は前項の債務中その金額が

未定のものがあるときは、その決済の結了

又は金額の確定に至るまで、取引資格を喪

失した者が交付又は返付を受ける金額のう

ち適当と認める金額の交付又は返付を留保

することができる。 

（取引資格の全部喪失の際の債務弁済） 

第１２１条 （略） 

２ 当社は、取引資格の全部を喪失した者が

市場における取引の決済を結了していない

とき、又は前項の債務中その金額が未定の

ものがあるときは、その決済の結了又は金

額の確定に至るまで、取引資格を喪失した

者が交付又は返付を受ける金額のうち適当

と認める金額の交付又は返付を留保するこ

とができる。 

  

（取引資格の喪失前にした自己の計算によ

る取引の決済の結了） 

第１２３条 当社は、取引参加者が取引資格

の全部又は一部を喪失した場合において、

その取引参加者が当該取引資格を喪失した

当社の市場に係る自己の計算による取引の

決済を結了していないときは、第８４条の

規定により建玉を移管する場合及び第１２

７条の規定により承継する者がある場合を

除き、本人又はその決済が結了していない

取引に係る権利及び義務を承継した者（以

下「承継者」という。）をして１月以内に

当該取引の決済を結了させる。 

２ 当社は、前項の場合において、本人又は

その承継者をして当社の市場における取引

の決済を結了させることが適当でないと認

めるときは、当該取引参加者が取引してい

た当社の市場において取引することができ

る他の取引参加者を指定して、本人又はそ

（取引資格の喪失前にした自己の計算によ

る取引の決済の結了） 

第１２３条 当社は、取引参加者が取引資格

の全部又は一部を喪失した場合において、

その取引参加者が当該取引資格を喪失した

市場に係る自己の計算による取引の決済を

結了していないときは、第８４条の規定に

より建玉を移管する場合及び第１２７条の

規定により承継する者がある場合を除き、

本人又はその決済が結了していない取引に

係る権利及び義務を承継した者（以下「承

継者」という。）をして１月以内に当該取

引の決済を結了させる。 

２ 当社は、前項の場合において、本人又は

その承継者をして市場における取引の決済

を結了させることが適当でないと認めると

きは、当該取引参加者が取引していた市場

において取引することができる他の取引参

加者を指定して、本人又はその承継者に代

り当該取引の決済を結了させる。 
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の承継者に代り当該取引の決済を結了させ

る。 

３・４ （略） 

 

 

３・４ （略） 

  

（取引資格の喪失前にした委託者の計算に

よる取引の決済の結了） 

第１２４条 当社は、受託取引参加者が取引

資格の全部又は一部を喪失した場合（次条

に該当することとなった場合を除く。）に

おいて、その受託取引参加者が取引資格を

喪失した当社の市場に係る委託者の計算に

よる取引の決済を結了していないときは、

第８４条の規定により建玉を移管する場合

及び第１２７条の規定により承継する者が

ある場合を除き、本人又はその承継者をし

て当該取引の決済を結了させる。 

２ （略） 

３ 当社は、第１項の場合において、本人又

はその承継者をして当社の市場における取

引の決済を結了させることが適当でないと

認めるときは、他の受託取引参加者をして

当該取引の決済を結了させる。 

４ （略） 

（取引資格の喪失前にした委託者の計算に

よる取引の決済の結了） 

第１２４条 当社は、受託取引参加者が取引

資格の全部又は一部を喪失した場合（次条

に該当することとなった場合を除く。）に

おいて、その受託取引参加者が取引資格を

喪失した市場に係る委託者の計算による取

引の決済を結了していないときは、第８４

条の規定により建玉を移管する場合及び第

１２７条の規定により承継する者がある場

合を除き、本人又はその承継者をして当該

取引の決済を結了させる。 

２ （略） 

３ 当社は、第１項の場合において、本人又

はその承継者をして市場における取引の決

済を結了させることが適当でないと認める

ときは、他の受託取引参加者をして当該取

引の決済を結了させる。 

４ （略） 

  

（取引資格の喪失前にした委託者の計算に

よる取引の決済の結了に関する特例） 

第１２５条 前条にかかわらず、当社は、受

託取引参加者が次の各号の一に該当するに

至った場合において、その受託取引参加者

が取引資格を喪失した当社の市場に係る委

託者の計算による取引の決済を結了してい

ないときは、第８４条の規定により建玉を

移管する場合及び第１２７条の規定により

承継する者がある場合を除き、本人又は承

継者をして１月以内に当該取引の決済を結

了させる。 

（１）～（３） （略） 

２ （略） 

（取引資格の喪失前にした委託者の計算に

よる取引の決済の結了に関する特例） 

第１２５条 前条にかかわらず、当社は、受

託取引参加者が次の各号の一に該当するに

至った場合において、その受託取引参加者

が取引資格を喪失した市場に係る委託者の

計算による取引の決済を結了していないと

きは、第８４条の規定により建玉を移管す

る場合及び第１２７条の規定により承継す

る者がある場合を除き、本人又は承継者を

して１月以内に当該取引の決済を結了させ

る。 

（１）～（３） （略） 

２ （略） 

  

（取引資格の喪失前にした海外顧客の計算に

よる取引の決済の結了に関する特例） 

第１２６条 当社は、遠隔地仲介取引参加者

が取引資格の全部又は一部を喪失した場合

において、その遠隔地仲介取引参加者が取

引資格を喪失した当社の市場に係る海外顧

客の計算による取引の決済を結了していな

いときは、第８４条の規定により建玉を移

管する場合及び次条の規定により承継する

（取引資格の喪失前にした海外顧客の計算に

よる取引の決済の結了に関する特例） 

第１２６条 当社は、遠隔地仲介取引参加者

が取引資格の全部又は一部を喪失した場合

において、その遠隔地仲介取引参加者が取

引資格を喪失した市場に係る海外顧客の計

算による取引の決済を結了していないとき

は、第８４条の規定により建玉を移管する

場合及び次条の規定により承継する者があ
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者がある場合を除き、本人又はその承継者

をして速やかに当該取引の決済を結了させ

る。 

２ （略） 

３ 当社は、第１項の場合において、本人又

はその承継者をして当社の市場における取

引の決済を結了させることが適当でないと

認めるときは、他の遠隔地仲介取引参加者

をして当該取引の決済を結了させる。 

４ （略） 

る場合を除き、本人又はその承継者をして

速やかに当該取引の決済を結了させる。 

 

２ （略） 

３ 当社は、第１項の場合において、本人又

はその承継者をして市場における取引の決

済を結了させることが適当でないと認める

ときは、他の遠隔地仲介取引参加者をして

当該取引の決済を結了させる。 

４ （略） 

  

（信認金） 

第１３４条 取引参加者は、１市場ごとに、

１００万円を信認金として当社に預託しな

ければならない。 

２・３ （略）  

（信認金） 

第１３４条 取引参加者は、１商品市場ごと

に、１００万円を信認金として当社に預託

しなければならない。 

２・３ （略）  

  

（信認金の優先弁済） 

第１３５条 受託取引参加者に対して当社の

市場における取引を委託した者は、その委

託により生じた債権に関し、当該市場につ

いての当該受託取引参加者の信認金につい

て、他の債権者に先だって弁済を受ける権

利を有する。 

２ （略） 

（信認金の優先弁済） 

第１３５条 受託取引参加者に対して当社の

市場における取引を委託した者は、その委

託により生じた債権に関し、当該商品市場

についての当該受託取引参加者の信認金に

ついて、他の債権者に先だって弁済を受け

る権利を有する。 

２ （略） 

  

（帳簿の区分経理及び保存） 

第１４３条 取引参加者は、当社の市場にお

ける取引とその他の取引とについて区分し

て経理しなければならない。 

２ （略） 

（帳簿の区分経理及び保存） 

第１４３条 取引参加者は、商品市場におけ

る取引とその他の取引とについて区分して

経理しなければならない。 

２ （略） 

  

（受託取引参加者の帳簿の区分経理及び保

存） 

第１４４条 受託取引参加者は、省令第１１

３条第１項第２号の帳簿（商品デリバティ

ブ取引日記帳を除く。以下この条において

同じ。）について、自己の計算による取引

と委託者の計算による取引及び当社の市場

における取引等（法第２条第２１項第１号

に掲げるもの（商品清算取引を除く。）又

は第３号に掲げるものに限る。）の受託に

係る取引と当社の市場における取引等（同

項第２号又は第４号に規定する取次ぎに限

る。）の受託に係る取引とについて、区分

経理しなければならない。 

２ （略） 

（受託取引参加者の帳簿の区分経理及び保

存） 

第１４４条 受託取引参加者は、省令第１１

３条第１項第２号の帳簿（商品デリバティ

ブ取引日記帳を除く。以下この条において

同じ。）について、自己の計算による取引

と委託者の計算による取引及び商品市場に

おける取引等（法第２条第２１項第１号に

掲げるもの（商品清算取引を除く。）又は

第３号に掲げるものに限る。）の受託に係

る取引と商品市場における取引等（同項第

２号又は第４号に規定する取次ぎに限

る。）の受託に係る取引とについて、区分

経理しなければならない。 

２ （略） 
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（取引参加者に対する制裁） 

第１５３条 当社は、取引参加者が次の各号

の一に該当することとなったと認めるとき

は、その取引参加者に対し当該各号に掲げ

る制裁を加えることができる。 

（１） 取引参加料、取引参加者保証金、

信認金その他の当社に納入又は預託しな

ければならない金銭及び充用有価証券を

当社の定める日時までに納入又は預託し

ないときは、戒告、６月以内の期間を定

めての全部若しくは一部の当社の市場に

おける取引若しくは商品清算取引の委託

の停止若しくは制限又は取引資格の取消

し 

（２） 当社の市場における取引につい

て、他人に名義を貸与したときは、１億

円以下の過怠金の賦課又は６月以内の期

間を定めての全部若しくは一部の当社の

市場における取引若しくは商品清算取引

の委託の停止若しくは制限又は取引資格

の取消し 

（３） 当社の市場における取引の成立に

際し、正当な理由なくしてその成立につ

き異議を申し立て、その他当社の市場に

おける秩序を著しく乱し、又は他の取引

参加者の取引を著しく妨げたときは、戒

告、１億円以下の過怠金の賦課又は６月

以内の期間を定めての全部若しくは一部

の当社の市場 における取引若しくは商

品清算取引の委託の停止若しくは制限又

は取引資格の取消し 

（４） 銀行取引の停止処分を受けた場合

は、６月以内の期間を定めての全部若し

くは一部の当社の市場における取引若し

くは商品清算取引の委託の停止若しくは

制限又は取引資格の取消し 

（５） 純資産額を偽って表示したとき

は、１億円以下の過怠金の賦課又は６月

以内の期間を定めての全部若しくは一部

の当社の市場における取引又は商品清算

取引の委託の停止若しくは制限又は取引

資格の取消し 

（６） 当社が取引参加者に対し正当な理

由のもとに帳簿その他の書類又は報告書

の提出を命じ、又は本人若しくはその使

用人の出頭を命じた場合において、正当

な理由なくしてこれに応ぜず、又は虚偽

の帳簿その他の書類又は報告書を提出し

（取引参加者に対する制裁） 

第１５３条 当社は、取引参加者が次の各号

の一に該当することとなったと認めるとき

は、その取引参加者に対し当該各号に掲げ

る制裁を加えることができる。 

（１） 取引参加料、取引参加者保証金、

信認金その他の当社に納入又は預託しな

ければならない金銭及び充用有価証券を

当社の定める日時までに納入又は預託し

ないときは、戒告、６月以内の期間を定

めての全部若しくは一部の市場における

取引若しくは商品清算取引の委託の停止

若しくは制限又は取引資格の取消し 

 

（２） 当社の市場における取引につい

て、他人に名義を貸与したときは、１億

円以下の過怠金の賦課又は６月以内の期

間を定めての全部若しくは一部の市場に

おける取引若しくは商品清算取引の委託

の停止若しくは制限又は取引資格の取消

し 

（３） 当社の市場における取引の成立に

際し、正当な理由なくしてその成立につ

き異議を申し立て、その他市場における

秩序を著しく乱し、又は他の取引参加者

の取引を著しく妨げたときは、戒告、１

億円以下の過怠金の賦課又は６月以内の

期間を定めての全部若しくは一部の当社

の市場 における取引若しくは商品清算

取引の委託の停止若しくは制限又は取引

資格の取消し 

（４） 銀行取引の停止処分を受けた場合

は、６月以内の期間を定めての全部若し

くは一部の市場における取引若しくは商

品清算取引の委託の停止若しくは制限又

は取引資格の取消し 

（５） 純資産額を偽って表示したとき

は、１億円以下の過怠金の賦課又は６月

以内の期間を定めての全部若しくは一部

の市場における取引又は商品清算取引の

委託の停止若しくは制限又は取引資格の

取消し 

（６） 当社が取引参加者に対し正当な理

由のもとに帳簿その他の書類又は報告書

の提出を命じ、又は本人若しくはその使

用人の出頭を命じた場合において、正当

な理由なくしてこれに応ぜず、又は虚偽

の帳簿その他の書類又は報告書を提出し
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たときは、戒告、１億円以下の過怠金の

賦課又は６月以内の期間を定めての全部

若しくは一部の当社の市場における取引

若しくは商品清算取引の委託の停止若し

くは制限又は取引資格の取消し 

（７） 当社の指示、変更請求又は決定し

た事項を遵守せず、又は正当な理由なく

してこれを忌避したときは、戒告、１億

円以下の過怠金の賦課又は６月以内の期

間を定めての全部若しくは一部の当社の

市場における取引若しくは商品清算取引

の委託の停止若しくは制限又は取引資格

の取消し 

（８） 取引の信義則に反する行為又は当

社若しくは当社の取引参加者の信用を傷

つける行為をしたときは、戒告、１億円

以下の過怠金の賦課又は６月以内の期間

を定めての全部若しくは一部の当社の市

場における取引若しくは商品清算取引の

委託の停止若しくは制限又は取引資格の

取消し 

（９） 前各号に掲げる事由のほか、法令

若しくは定款、本業務規程、受託契約準

則、紛争処理規程その他当社の定める規

則の規定に違反したとき又はこれらの規

定に基づく処分に違反したときは、戒

告、１億円以下の過怠金の賦課又は６月

以内の期間を定めての全部若しくは一部

の当社の市場における取引若しくは商品

清算取引の委託の停止若しくは制限又は

取引資格の取消し 

２～５ （略） 

６ 当社は、第１項又は第３項の規定に基づ

き、全部若しくは一部の当社の市場におけ

る取引若しくは商品清算取引の委託の停止

若しくは制限又は取引資格の取消しの制裁

を受けることとなる取引参加者が同時に他

の商品取引所の取引参加者等であるとき

は、当該取引参加者の氏名又は商号、制裁

の種類及びその事由並びに審査の経過の概

要を、その制裁の執行前までに受理される

よう当該他の商品取引所に通知するものと

する。 

７ 当社は、第１項又は第３項の規定に基づ

き、全部若しくは一部の当社の市場におけ

る取引若しくは商品清算取引の委託の停止

若しくは制限又は取引資格の取消しの制裁

を受けることとなる取引参加者の氏名又は

たときは、戒告、１億円以下の過怠金の

賦課又は６月以内の期間を定めての全部

若しくは一部の市場における取引若しく

は商品清算取引の委託の停止若しくは制

限又は取引資格の取消し 

（７） 当社の指示、変更請求又は決定し

た事項を遵守せず、又は正当な理由なく

してこれを忌避したときは、戒告、１億

円以下の過怠金の賦課又は６月以内の期

間を定めての全部若しくは一部の市場に

おける取引若しくは商品清算取引の委託

の停止若しくは制限又は取引資格の取消

し 

（８） 取引の信義則に反する行為又は当

社若しくは当社の取引参加者の信用を傷

つける行為をしたときは、戒告、１億円

以下の過怠金の賦課又は６月以内の期間

を定めての全部若しくは一部の市場にお

ける取引若しくは商品清算取引の委託の

停止若しくは制限又は取引資格の取消し 

 

（９） 前各号に掲げる事由のほか、法令

若しくは定款、本業務規程、受託契約準

則、紛争処理規程その他当社の定める規

則の規定に違反したとき又はこれらの規

定に基づく処分に違反したときは、戒

告、１億円以下の過怠金の賦課又は６月

以内の期間を定めての全部若しくは一部

の市場における取引若しくは商品清算取

引の委託の停止若しくは制限又は取引資

格の取消し 

２～５ （略） 

６ 当社は、第１項又は第３項の規定に基づ

き、全部若しくは一部の市場における取引

若しくは商品清算取引の委託の停止若しく

は制限又は取引資格の取消しの制裁を受け

ることとなる取引参加者が同時に他の商品

取引所の取引参加者等であるときは、当該

取引参加者の氏名又は商号、制裁の種類及

びその事由並びに審査の経過の概要を、そ

の制裁の執行前までに受理されるよう当該

他の商品取引所に通知するものとする。 

 

７ 当社は、第１項又は第３項の規定に基づ

き、全部若しくは一部の市場における取引

若しくは商品清算取引の委託の停止若しく

は制限又は取引資格の取消しの制裁を受け

ることとなる取引参加者の氏名又は商号、
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商号、制裁の種類及びその事由並びに審査

の経過の概要を、その制裁の執行前までに

受理されるようクリアリング機構に通知す

るものとする。 

制裁の種類及びその事由並びに審査の経過

の概要を、その制裁の執行前までに受理さ

れるようクリアリング機構に通知するもの

とする。 

  

（法令により処分を受けた取引参加者に対

する措置） 

第１５５条 当社は、取引参加者が法第２３

２条第２項、法第２３５条第２項及び法第

２３６条第１項の規定に基づき主務大臣か

ら当社の市場における取引又は商品先物取

引業の停止命令を受けたときは、当該処分

の内容に応じ全部又は一部の当社の市場に

おける取引若しくは商品清算取引の委託の

停止若しくは制限を行う。 

２ （略） 

（法令により処分を受けた取引参加者に対

する措置） 

第１５５条 当社は、取引参加者が法第２３

２条第２項、法第２３５条第２項及び法第

２３６条第１項の規定に基づき主務大臣か

ら商品市場における取引又は商品先物取引

業の停止命令を受けたときは、当該処分の

内容に応じ全部又は一部の市場における取

引若しくは商品清算取引の委託の停止若し

くは制限を行う。 

２ （略） 

  

（取引の停止の解除等） 

第１５９条 第１５３条第１項の規定に基づ

き全部若しくは一部の当社の市場における

取引若しくは商品清算取引の委託の停止又

は制限の制裁を受けた取引参加者は、当該

制裁を受けた原因を除去したとき又は同条

第２項の規定に基づき命ぜられた措置を定

められた日時までにとったときは、その旨

を書面をもって、当社に届け出るものとす

る。この場合において、その解除を申請す

ることができる。 

２～５ （略） 

（取引の停止の解除等） 

第１５９条 第１５３条第１項の規定に基づ

き全部若しくは一部の市場における取引若

しくは商品清算取引の委託の停止又は制限

の制裁を受けた取引参加者は、当該制裁を

受けた原因を除去したとき又は同条第２項

の規定に基づき命ぜられた措置を定められ

た日時までにとったときは、その旨を書面

をもって、当社に届け出るものとする。こ

の場合において、その解除を申請すること

ができる。 

２～５ （略） 

  

（制裁の特例） 

第１６１条 当社は、第１５３条第１項の規

定にかかわらず、取引参加者が他の商品取

引所において取引若しくは商品清算取引の

委託を停止し、若しくは制限する処分を受

けることとなった場合、クリアリング機構

において清算資格を取消し、若しくは債務

の引き受けの全部若しくは一部を停止する

処分を受けることとなった場合、又はＪＥ

ＰＸから処分を受けた場合には、当該処分

の範囲内において制裁を加え、又は１億円

以下の過怠金を賦課する制裁を加えること

ができる。 

２ 当社は、前項の規定に基づき、取引若し

くは商品清算取引の委託を停止し、又は制

限する制裁を加えた場合において、他の商

品取引所又はクリアリング機構から第１５

９条第５項の通知と同様の通知を受けたと

（制裁の特例） 

第１６１条 当社は、第１５３条第１項の規

定にかかわらず、取引参加者が他の商品取

引所において取引若しくは商品清算取引の

委託を停止し、若しくは制限する処分を受

けることとなった場合、クリアリング機構

において清算資格を取消し、若しくは債務

の引き受けの全部若しくは一部を停止する

処分を受けることとなった場合、又はＪＰ

ＥＸから処分を受けた場合には、当該処分

の範囲内において制裁を加え、又は１億円

以下の過怠金を賦課する制裁を加えること

ができる。 

２ 当社は、前項の規定に基づき、取引若し

くは商品清算取引の委託を停止し、又は制

限する制裁を加えた場合において、他の商

品取引所又はクリアリング機構から第１５

９条第５項の通知と同様の通知を受けたと
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き、又は当該取引参加者が同項の通知と同

様の通知をＪＥＰＸから受け、これを当社

に届け出たときは、当該取引参加者に加え

た制裁を解除又は軽減することができる。 

３ 当社は、第１項の規定に基づくもののほ

か、法第１６０条第１項の規定に基づき主

務大臣から取引参加者の取引資格を取り消

すべき旨又は６月以内の期間を定めて取引

参加者の当社の市場における取引若しくは

商品清算取引の委託を停止すべき旨の命令

があったときは、当該命令に基づき当該取

引参加者を処分する。 

４・５ （略） 

き、又は当該取引参加者が同項の通知と同

様の通知をＪＰＥＸから受け、これを当社

に届け出たときは、当該取引参加者に加え

た制裁を解除又は軽減することができる。 

３ 当社は、第１項の規定に基づくもののほ

か、法第１６０条第１項の規定に基づき主

務大臣から取引参加者の取引資格を取り消

すべき旨又は６月以内の期間を定めて取引

参加者の市場における取引若しくは商品清

算取引の委託を停止すべき旨の命令があっ

たときは、当該命令に基づき当該取引参加

者を処分する。 

４・５ （略） 

  

  

附  則  

１ この改正規定は、令和６年５月１日又は

商品先物取引法（昭和２５年法律第２３９

号）第１５６条第１項の認可を受けた日の

いずれか遅い日から施行する。 

２ 令和５年９月２１日付け２０２３０９１

３商第５号による認可を受けた業務規程の

一部を次のように改正する。 

第５条第１項の改正規定中「当社市場」

を「当社の市場」に、第６条第１項の改正

規定中「非清算参加者」を「非清算参加者

（株式会社日本証券クリアリング機構（以

下「クリアリング機構」という。）におい

て商品取引清算資格（クリアリング機構の

業務方法書に規定する商品取引清算資格を

いう。）を有しない取引参加者をいう。以

下同じ。）」に、「中央処理装置」を「当

社が利用するために株式会社大阪取引所

（以下「大阪取引所」という。）が設置す

る電子計算機等を利用した取引システム

（以下「売買システム」という。）」に改

める。 
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清算・決済規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（クリアリング機構の損失に対する措置） 

第３条 当社は、清算参加者が当社の市場に

おける取引に係る債務を履行しないことに

よりクリアリング機構に損失が生じた場合

には、あらかじめクリアリング機構との間

で締結した契約に基づきその範囲内におい

て、当該損失を弁済する。 

（クリアリング機構の損失に対する措置） 

第３条 当社は、清算参加者が当社の市場に

おける取引に係る債務を履行しないことに

よりクリアリング機構に損失が生じた場合

には、あらかじめクリアリング機構との間

で締結した契約の範囲内において、当該清

算参加者の保証委託に基づき当該損失を弁

済する。 

  

  

附  則  

この改正規定は、令和６年５月１日から施

行する。 
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システム売買実施細則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（売買注文の種類） 

第２条 業務規程第２２条に規定する売買注

文の種類は、次の各号に定めるところによ

るものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） スタンダード・コンビネーション

注文（以下「ＳＣＯ」という。） 

  業務規程第２１条の２に規定するスト

ラテジー取引のため、第７条に規定する

限月等の組合せ（以下「スプレッドシリ

ーズ」という。）において、同一数量に

よる一方の売注文と他方の買注文を同時

に行う売買注文 

（売買注文の種類） 

第２条 業務規程第 22 条に規定する売買注

文の種類は、次の各号に定めるところによ

るものとする。 

（１）・（２） （略） 

（３） スタンダード・コンビネーション

注文（以下「ＳＣＯ」という。） 

第７条に規定する限月等の組合せ（以

下「スプレッドシリーズ」という。）に

おいて、同一数量による一方の売注文と

他方の買注文を同時に行う売買注文 

  

（売買注文の発注等） 

第６条 取引参加者は、売買注文を発注する

場合にあっては、取引参加者端末から、個

別の売買注文ごとに次に定める事項を売買

システムに発注するものとする。 

（１）～（１２） （略） 

２～６ （略） 

（売買注文の発注等） 

第６条 取引参加者は、売買注文を発注する

場合にあっては、取引参加者端末から、個

別の売買注文ごとに次に定める事項を当社

の中央処理装置に発注するものとする。 

（１）～（１２） （略） 

２～６ （略） 

  

（売買注文の数量の追加又は値段の訂正時

における登録時刻） 

第９条 取引参加者が売買システムにすでに

登録されている売買注文の数量の追加又は

値段の訂正を行った場合は、当該時刻を業

務規程第２１条第３号における登録時刻と

する。 

（売買注文の数量の追加又は値段の訂正時

における登録時刻） 

第９条 取引参加者が中央処理装置にすでに

登録されている売買注文の数量の追加又は

値段の訂正を行った場合は、当該時刻を業

務規程第２１条第３号における登録時刻と

する。 

  

（サーキットブレーカー幅等） 

第１４条 （略） 

２ （略） 

３ 当社は、サーキットブレーカー幅の下限

及び上限の範囲内において売買注文を受け

付けるものとし、売買システムにすでに登

録されている売買注文が第１項に規定する

サーキットブレーカー幅の下限又は上限の

範囲外となったときは失効するものとす

る。ただし、ＳＣＯについてはこの限りで

はない。 

４・５ （略） 

（サーキットブレーカー幅等） 

第１４条 （略） 

２ （略） 

３ 当社は、サーキットブレーカー幅の下限

及び上限の範囲内において売買注文を受け

付けるものとし、中央処理装置にすでに登

録されている売買注文が第１項に規定する

サーキットブレーカー幅の下限又は上限の

範囲外となったときは失効するものとす

る。ただし、ＳＣＯについてはこの限りで

はない。 

４・５ （略） 
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附  則  

この改正規定は、令和６年５月１日から施

行する。 

 

  

 


